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判定２０１６－６０００２６

東京都中野区野方６丁目３０番２４号
請求人 牛嶋　昌和

東京都新宿区西新宿８丁目３番１号　西新宿ＧＦビル２Ｆ
代理人弁理士 金子　宏

東京都中央区晴海一丁目８番１０号　晴海アイランドトリトンスクエア　オ
フィスタワーＸ棟１４階
被請求人 スミダコーポレーション　株式会社

東京都中野区本町４丁目４４番１８号　ヒューリック中野ビル７階
代理人弁理士 アイアット国際特許業務法人

　上記当事者間の特許第２７３３８１７号の判定請求事件について、次のと
おり判定する。

結　論
　イ号図面及びイ号説明書に示す「放電管用インバーター回路」は、特許第
２７３３８１７号特許発明の技術的範囲に属しない。

理　由
第１　請求の趣旨と手続の経緯
１　請求の趣旨
　本件判定の請求の趣旨は、「イ号図面ならびにその説明書に示す放電管用
インバーター回路は、特許第２７３３８１７号発明の技術的範囲に属する、
との判定を求める。」ものである。

２　手続の経緯
　平成　５年　８月３０日　出願
　平成１０年　１月　９日　特許登録
　平成１０年　９月３０日　特許異議申立
　平成１１年　６月２２日　特許異議決定（訂正を認める。特許第
２７３３８１７号の請求項１に係る特許を維持する。）
　平成２８年　６月１０日　本件判定請求
　平成２８年　７月２９日　本件判定請求の手続補正（翻訳文、宣誓書の追
加）
　平成２８年　８月１９日　請求人手続補正書（翻訳文誤記修正）
　平成２８年　９月１６日　判定請求答弁書
　　　
第２　特許第２７３３８１７号の発明
　本件特許第２７３３８１７号の請求項１に係る発明（以下「本件特許発
明」という。）は、次のとおりのものである。（なお、便宜上、構成要件に
分説し、符号Ａ～Ｅを付加した。）
「Ａ．連続した一本の棒状コアと、一次巻線と、二次巻線を有し、
Ｂ．該一次巻線と二次巻線は該棒状コアのまわりに、該コアに沿って隣接し
て並置された関係に巻回され、
Ｃ．その結果、該二次巻線は該一次巻線と磁気的に密結合した該一次巻線近
傍の密結合部分と該一次巻線と磁気的に疎結合した該一次巻線から離れた疎
結合部分とを有する、
Ｄ．漏洩磁束型の昇圧トランスの疎結合部分より生じる誘導性出力と二次側
回路に生じる寄生容量との間で構成する共振回路の一部としたこと



Ｅ．を特徴とする放電管用インバーター回路。」
（以下、順に「構成要件Ａ」～「構成要件Ｅ」という。）

第３　イ号製品
１　請求人の主張
　請求人は、「（４）イ号の説明」を
「ａ．連続した一本の棒状コアと、Ｕ字状の外部コアと、一次巻線と、二次
巻線を有し、
ｂ．該一次巻線と二次巻線は該棒状コアのまわりに、該コアに沿って隣接し
て並置された関係に巻回され、
ｃ．二次巻線と直列に接続されたデカップリングコンデンサを有さず、該二
次巻線は該一次巻線と磁気的に密結合した該一次巻線近傍の密結合部分と該
一次巻線と磁気的に疎結合した該一次巻線から離れた疎結合部分とを有す
る、
ｄ．漏洩磁束型の昇圧トランスの疎結合部分より生じる誘導性出力とＬＣＤ
パネルに搭載された放電管に生じる寄生容量との間で構成する共振回路の一
部とした、
ｅ．放電管用インバーター回路。」
としている。

２　被請求人の主張
　被請求人は、「（４）イ号の説明」について特段主張していない。

３　当審の認定
（１）甲第１号証イ号図面の図１は「ＣＩＵＨ８Ｄ４５にＬＣＤパネルを接
続した回路図」（甲第１号証「説明書」）であって、図１には、
「ＣＩＵＨ８Ｄ４５」回路（図において左方の破線枠内の回路）を使用した
放電管点灯回路が掲載され、同じく図２（Ａ）には、ＣＩＵＨ８Ｄ４５回路
のトランスＴ１部分の図が、同じく図２（Ｂ）には、ＣＩＵＨ８Ｄ４５回路
のトランスＴ１部分の写真が、同じく図３（Ａ）には、ＣＩＵＨ８Ｄ４５回
路の写真が、同じく図３（Ｂ）には、ＣＩＵＨ８Ｄ４５回路のＭＰ１０１０
部分の仕様（january2001）が掲載されるとともに、以下の事項が示されて
いる。
　ア．図２（Ｂ）の写真には棒状コア、一次巻線、二次巻線との説明が付さ
れた部材が写り込んでおり、さらに、これに相当するものは、図２（Ａ）も
同じ説明が付された部材が示されている。
　イ．図２（Ｂ）の写真には棒状コア上方に、棒状コアの両端部に接合する
棒状コアと同様の色合いのＵ字形の部材が写り込んでおり、さらに、図
２（Ａ）にも示されている。
　ウ．一次巻線、二次巻線との説明が付された部材は、棒状コアとの説明が
付された部材のまわりに、該コアに沿って隣接して並置された関係に巻回さ
れている。
　エ．図１の回路図では、Ｔ１の二次巻線とＤＴ１間で、Ｔ１の二次巻線と
ＤＴ１とに直列に接続されたコンデンサは記載されていない。
　オ．図２（Ａ）（Ｂ）の二次巻線との説明が付された部材は、一次巻線近
傍の部分と一次巻線から離れた部分とを有する。
　カ．図１の回路図では、トランスＴ１の二次側が巻線ＳＷ１とコイル
Ｌｅ１の直列体として記載されており、トランスＴ１のＬｅ１部分より生じ
る出力がＬＣＤパネルに搭載された放電管ＤＴ１に接続される回路が構成さ
れている。
　キ．放電管ＤＴ１とＬＣＤ　ＦＲＡＭＥ　ＧＮＤとの間にはコンデンサ
Ｃｓ１が構成されている。
　ク．トランスＴ１のＬｅ１部分の出力側には、図３（Ａ）で共振コンデン
サＣ１１との説明が付されたＣ１１が接続されている。

（２）上記（１）を踏まえれば、「イ号図面」から以下の事項が認識でき
る。
・ＣＩＵＨ８Ｄ４５回路のトランスＴ１は、連続した一本の棒状のＩコア
と、このＩコアの両端部に接合するＵコアと、一次巻線と、二次巻線を有す
る。



・一次巻線と二次巻線は棒状コアのまわりに、該コアに沿って隣接して並置
された関係に巻回されている。
・二次巻線と直列に接続されたデカップリングコンデンサを有さない。
・二次巻線は一次巻線近傍の部分と一次巻線から離れた部分とを有する。
・ＣＩＵＨ８Ｄ４５回路が、トランスＴ１の出力がＬＣＤパネルに搭載され
た放電管ＤＴ１に接続される回路の一部となっている。

（３）イ号製品（物件）の構成の認定
　上記（２）をふまえ、イ号製品の構成を次のとおりに認定する。なお、そ
の構成を、構成ａ．～構成ｅ．に分説する。
「ａ．連続した一本の棒状のＩコアと、このＩコアの両端部に接合するＵコ
アと、一次巻線と、二次巻線を有し、
ｂ．該一次巻線と二次巻線は該棒状コアのまわりに、該コアに沿って隣接し
て並置された関係に巻回され、
ｃ．二次巻線と直列に接続されたデカップリングコンデンサを有さず、該二
次巻線は該一次巻線近傍の部分と該一次巻線から離れた部分とを有する、
ｄ．トランスＴ１の出力がＬＣＤパネルに搭載された放電管ＤＴ１に接続さ
れる回路の一部とした、
ｅ．ＣＩＵＨ８Ｄ４５回路。」

第４　判断
１　本件特許発明の構成要件とイ号製品の構成との対比・判断
　構成要件Ａ～Ｃは、いずれも漏洩磁束型の昇圧トランスを特定する技術的
事項であって、構成要件Ｄの漏洩磁束型の昇圧トランスを修飾するものであ
るから、併せて検討する。

（１）構成要件Ａ～Ｄの解釈
　ア．本件明細書の記載の参酌
　特許請求の範囲欄における「連続した一本の棒状コア」と記載されている
点について、「昇圧トランス」に「一本の棒状コア」を組みあわせの構成の
一つとして含んでいれば足りるのか、「一本の棒状コア」のみを構成とする
ものでなければならないかは、その記載からは直ちに明らかであるとはいえ
ない。そこでこの点について、本件明細書のその他の部分の記載を参照する
と、
(a)発明が解決しようとする課題の欄に、「また、従来の放電管用インバー
ター回路ではコアにＥＩ型或いはＥＥ型の形状を採用しているが、該コア形
状ではコアの体積がそのインバーター回路全体に占める割合が大きくその回
路の小型化の障害となっている。しかし、閉塞磁束型のトランス構造を採用
する限り、昇圧トランスの小型化には限界がある。そこで、コア形状と磁気
回路を見直すことによって昇圧トランスの小型化を実現する必要がある。」
（【０００７】）、
(b)作用の欄には、「漏洩磁束型トランスはトランス自体に電流制限効果が
あり、その出力は誘導性となるためにチョークコイルと同様の効果がある
が、これをさらに進めてコア材を棒状とし、昇圧トランスの形状を棒状の漏
洩磁束型トランスとすることにより極端な漏洩磁束効果を持たせると、一次
巻線近傍の二次巻線は漏洩磁束トランスとしての効果を有し」
（【００１０】）、
(c)実施例の欄には、「図４及び図５は昇圧トランス１を極端な漏洩磁束型
とした場合の外形を示しており、昇圧トランス１は円柱状の形状としてあ
る。その他、角柱状などに形成することもできる。丸棒状コア１１の一方の
終端に昇圧トランス１のベース巻線１２を巻き、隣接して一次巻線であるコ
レクター巻線１３を巻く。さらに、その隣に巻く二次巻線１４は、一次巻線
の近傍１５より巻き始め」（【００１５】）と、「昇圧トランス１の形状は
直径４．８ｍｍ、長さ３５ｍｍとなり、従来のＥＥ型或いはＥＩ型のコアの
昇圧トランスを用いた同仕様のインバーター回路に比べて非常に小型なもの
となる。また、昇圧トランスの組立は、巻線後にボビンに丸棒状コア１１を
挿入するだけなので量産上も有利な形状となる。」（【００１７】）
　という記載がある。
　これら(a)から(c)の記載に照らすと、本件特許発明における「昇圧トラン
ス」は、「連続した一本の棒状コア」に巻線を施し、磁路の両端を解放した



ものであって、その中心コアの周辺に磁路を形成するコア部を備えたものを
含まないものを指し、このような構成によって、昇圧トランスは、極端な漏
洩磁束型になり、非常に小型化することができたと解される。
　そうすると、「連続した一本の棒状コア」とは連続した一本の棒状コアの
みからなるものを意味し棒状のコアの周辺等に磁路を形成するコアを設けた
ものを含まないと解すべきである。

　イ．出願経過の参酌
(a)出願当初の「特許請求の範囲」は、「放電管用インバーター回路の二次
側回路を高周波の給電回路とし、二次側回路に生ずる寄生容量を誘導性バラ
スト或は漏洩磁束型トランスの誘導性出力との間で構成する共振回路の一部
としたことを特徴とする放電管用インバーター回路。」と記載され、「連続
した一本の棒状コア」部分は記載されていなかった。
(b)平成８年６月４日、拒絶理由通知が発せられ、同通知により、審査官か
ら、二次側回路の寄生容量や、トランスのリーケージインダクタンスを共振
回路の一部とする共振形インバータは周知であり、このような周知の共振形
インバータを放電管の点灯に使用することは、広く行なわれている旨を指摘
された。
(c)これに対して、請求人（出願人）は、特許請求の範囲（請求項１）を
「放電管用インバーター回路の二次側回路を高周波の給電回路とし、昇圧ト
ランスを棒状の漏洩磁束型とし、二次側回路に生ずる寄生容量を漏洩磁束型
トランスの誘導性出力との間で構成する共振回路の一部としたことを特徴と
する放電管用インバーター回路。」とし、「トランスを棒状の漏洩磁束型と
し」との記載を加える補正を行った。さらに、請求人（出願人）は、上記手
続補正と同時に提出した意見書において、「漏洩磁束型トランスはトランス
自体に電流制限効果があり、その出力は誘導性となるためにチョークコイル
と同様の効果があるが、これをさらに進めてコア材を棒状とし、昇圧トラン
スの形状を棒状の漏洩磁束型卜ランスとすることにより極端な漏洩磁束効果
を持たせると、一次巻線近傍の二次巻線は漏洩磁束トランスとしての効果を
有し、同時に一次巻線から遠端の二次巻線はチョークコイルとしての効果を
有する」旨を述べた。
(d)平成９年７月１５日、拒絶理由通知が発せられ、同通知により、審査官
から、漏洩磁束型のトランスを用いて、寄生容量を考慮した公知技術（米国
特許第４６９８７４１号）の存在を指摘された。上記米国特許第
４６９８７４１号は、気体放電装置用の高効率高圧電源に関する発明であ
り、その特許明細書には、「The core material is a ferrite typically
of the type that has been used in television fly-back circuits for
many years.」、「The core should preferably incorporate one or more
air gaps totalling between about 0.1 and 0.2 inches thereby
providing a leakage inductance which serves to lower the terminal
output voltage as the load is increased (decreased resistance).」
［「コア材料は、通常、何年もテレビのフライバック回路に使用されている
種類のフェライトである。」、「このコアは好ましくは、合計で約０．１イ
ンチから０．２インチの１つまたは複数の空気ギャップを組み込み、それに
より負荷が大きくなる（抵抗が小さくなる）際に端子出力電圧を低下させる
働きをする漏れインダクタンスを形成する。」］との記載がある。
(e)これに対し、請求人（出願人）は、平成９年９月２日、特許請求の範囲
（請求項１）を、特許公報に記載のとおりに補正した。
(f)上記(a)から(e)の出願経過及び(b)(d)の公知技術に照らすならば、本件
特許発明の「連続した一本の棒状コア」（構成要件Ａ）とは、中心コアの周
辺に磁路を形成するコアを設けたものを排除すると解すべきである。

　ウ．判定請求書の主張について
　（ア）請求人は、判定請求書第７頁「（ア）平成１３年（ワ）第７１５３
号の判決について」において、
(a)「本件特許発明においては、この『隣接して並置された関係に巻回さ
れ』ということが重要であってこの構成を便宜的に明白にするための構成が
『連続した一本の棒状コア』である。」
(b)「巻数を変えないのであれば、外部コアは漏洩磁束を増加させる。外部
コアが存在しても本件特許発明を実施していることになる。」
(c)「本件特許発明における小型化がかかる単純な理由によって実現された



というのは大きな誤解であって、第６号証に『トランスのサイズは原理的に
（中略）小型にできます』とあるように、『二次側回路が高周波の給電回
路』になるからこそ小型化できるのである。その小型化の効果は、『外部の
コアがなくなった分その物理的サイズだけ小さくなった』というレベルを遥
かに超えている。」
旨主張している。
　しかし、
(A)上記「ア．」に記載したように、本件特許発明における「昇圧トラン
ス」は、「連続した一本の棒状コア」に巻線を施し、磁路の両端を解放した
ものであって、その中心コアの周辺に磁路を形成するコア部を備えたものを
含まないものを指し、このような構成によって、昇圧トランスは、極端な漏
洩磁束型になり、非常に小型化することができたと解されるものであって、
「連続した一本の棒状コア」としたことを便宜的なこととはいえない。
(B)上記「ア．」で、本件特許発明における「昇圧トランス」は、「連続し
た一本の棒状コア」に巻線を施し、磁路の両端を解放したものであって、そ
の中心コアの周辺に磁路を形成するコア部を備えたものを含まないものとし
たのは、本件明細書の記載に基づいて判断したのであって、請求人が主張す
るように「外部コアが存在しても本件特許発明を実施していることにな
る。」とはいえない。
(C)高周波給電回路による小型化は、本件明細書でも【従来の技術】として
扱われている様にに従来からなされていたことである。
　本件明細書の上記「ア．」「(a)」～「(c)」の記載は、「連続した一本の
棒状コア」に巻線を施し、磁路の両端を解放したものとすることにより、従
来の高周波給電回路による小型化よりも、さらに、小型化できたと解される
ものであって、請求人の主張する高周波給電回路による小型化で否定される
様なものではない。
　なお、甲第６号証は、本件特許の出願後の平成１１年の文献であって、本
件出願書類ではない。

　（イ）請求人は、判定請求書第１２頁「（イ）明細書及び出願経過の参酌
について」において、
(d)「出願人（請求人）は、『トランスを棒状の漏洩磁束型とし』との発明
構成要件を追加した際、『一次巻線から遠端の二次巻線はチョークコイルと
しての効果を有する』との意見を述べた際、その他出願経過のいかなる場面
においても、『外部コアを設けたものを含まない』との主張をしていない。
一次巻線および二次巻線によって形成される磁束が所定の要件を満たすこと
を主張したのみである。とくに本発明は平成６年特許法改正の前に出願され
たものであって、旧特許法第３６条第５項第２号には、特許請求の範囲は
『特許を受けようとする発明の構成に欠くことができない事項のみ』を記載
するとされていたのであるから外部コアを含む場合も含まない場合も『発明
の構成に欠くことができない事項のみ』の記載であるならば中心コアだけを
記載しなければならないと解釈され、また実施例も請求項にしたがって記載
されたものである。」
旨主張している。
　しかし、
(D)まず、旧特許法第３６条第５項第１号では「特許を受けようとする発明
が発明の詳細な説明に記載したものであること。」とされているが、発明の
詳細な説明には、請求人が主張する外部コアに関して、従来技術としての
「ＥＩ型」「ＥＥ型」以外、本件特許発明のコアとしての外部コアは、何ら
記載されていない。
　そして、前記「ア．」に記載したように、本件明細書の記載によると、
「連続した一本の棒状コア」とは連続した一本の棒状コアのみからなるもの
を意味し棒状のコアの周辺等に磁路を形成するコアを設けたものを含まない
と解すべきものであって、請求人の主張は採用できない。

　エ．小括
　（ア）以上をふまえると、本件特許発明の昇圧トランスに係る「連続した
一本の棒状コアと、一次巻線と、二次巻線を有し」（構成要件Ａ）たとの構
成は、連続した一本の棒状コアのみからなるものを意味し、棒状のコアの周
辺等に磁路を形成するコアを設けたものを含まないと解すべきものである。
　（イ）また、本件特許発明の「該一次巻線と二次巻線は該棒状コアのまわ



り」は、構成要件Ａの「連続した一本の棒状コア」のまわりと解すべきもの
である。
　（ウ）また、本件特許発明の「その結果、該二次巻線は該一次巻線と磁気
的に密結合した該一次巻線近傍の密結合部分と該一次巻線と磁気的に疎結合
した該一次巻線から離れた疎結合部分とを有する」（構成要件Ｃ）の「密結
合」及び「疎結合」は、「その結果、・・密結合部分と・・疎結合部分とを
有する」（「その」は、構成要件Ａ，Ｂを示す。）と記載されているよう
に、構成要件Ａ，Ｂの構成を前提とした「密結合」及び「疎結合」と解すべ
きものである。
　（エ）また、本件特許発明の「漏洩磁束型の昇圧トランスの疎結合部分」
は、「一次巻線から離れた疎結合部分」であるので、「漏洩磁束型の昇圧ト
ランスの疎結合部分より生じる誘導性出力」（構成要件Ｄ）は、構成要件Ａ
からＣの構成を前提とした「漏洩磁束型」の昇圧トランス、すなわち、連続
した一本の棒状コアのみからなるコアの「漏洩磁束型」の昇圧トランスの
「疎結合部分より生じる誘導性」出力と解すべきものである。

（２）イ号製品の構成ａ～ｃを有するトランスＴ１が、本件特許発明の構成
要件Ａ～Ｃを有する漏洩磁束型の昇圧トランスを充足するかについて
　イ号製品の構成ａ～ｃは、構成ｄのトランスＴ１を修飾し、本件特許発明
の構成要件Ａ～Ｃのは、構成要件Ｄの漏洩磁束型の昇圧トランスを修飾する
ので、イ号製品の構成ａ～ｃを有するトランスＴ１が、本件特許発明の構成
要件Ａ～Ｃを有する漏洩磁束型の昇圧トランスを充足するかについて検討す
る。

　イ号製品の昇圧トランスの「連続した一本の棒状のＩコアと、このＩコア
の両端部に接合するＵコアと、一次巻線と、二次巻線を有し」た構成は、コ
アが「連続した一本の棒状のＩコア」と「このＩコアの両端部に接合するＵ
コア」とで構成されるものであって、連続した一本の棒状コアのみからなる
ものではないから、イ号製品の構成ａは、本件特許発明の構成要件Ａといえ
るものではない。そして、イ号製品の一次巻線、及び二次巻線の「該棒状コ
アのまわりに」巻回されは、構成ａの「連続した一本の棒状のＩコアと、こ
のＩコアの両端部に接合するＵコアと、一次巻線と、二次巻線を有」するト
ランスＴ１の「連続した一本の棒状のＩコア」のまわりに巻回されるもので
あって、連続した一本の棒状コアのみからなる昇圧トランスの棒状コアのま
わりに巻回されるものではないから、イ号製品の構成ｂは、本件特許発明の
構成要件Ｂといえるものではない。さらに、イ号製品の「該二次巻線は該一
次巻線と磁気的に密結合した該一次巻線近傍の密結合部分と該一次巻線と磁
気的に疎結合した該一次巻線から離れた疎結合部分とを有する」構成におけ
る、「該一次巻線近傍の部分」及び「該一次巻線から離れた部分」は、一
次、二次巻線と連続した一本の棒状コアのみからなるトランスを前提とした
「密結合」及び「疎結合」といえるものではないから、イ号製品の構成ｃ
は、本件特許発明の構成要件Ｃといえるものではない。

　そうすると、イ号製品の構成ａ～ｃ、及びａ～ｃを有するトランスＴ１
は、本件特許発明の構成要件Ａ～Ｃ、及びＡ～Ｃを有する漏洩磁束型の昇圧
トランスといえるものではないので、イ号製品の構成ａ～ｃを有するトラン
スＴ１は、本件特許発明の構成要件Ａ～Ｃを有する漏洩磁束型の昇圧トラン
スを充足しない。

（３）イ号製品の構成ｄが本件特許発明の構成要件Ｄを充足するかについて
　ア．イ号製品構成ｄのトランスＴ１は、二次側が巻線ＳＷ１とコイル
Ｌｅ１の直列体として表されるものであって、甲４号証の仕様書に
「Ｌｅａｋａｇｅ（４－５）：２４０ｍＨ±２５％
ＴＵＲＮＳ　ＡＮＤ　ＷＩＲＥ
　　　　　　　　　　　　１－３　　　　　　４－５
ＴＵＲＮＳ　２４Ｔ　・・・　２４００Ｔ　　Ｔ」
と記載されている。
　しかし、イ号製品の「トランスＴ１の出力」は、本件特許発明の構成要件
Ａとは異なる構成ａの「連続した一本の棒状のＩコアと、このＩコアの両端
部に接合するＵコア」とからなるコアを有した昇圧トランスの出力である。
　さらに、イ号製品の構成ｄのトランスＴ１の出力がＬＣＤパネルに搭載さ



れた放電管ＤＴ１に接続される回路は、請求人の提出した各証拠を見ても、
コイルＬｅ１とコンデンサＣｓ１とで共振するものであるとの確認ができ
ず、構成ｄの「トランスＴ１の出力がＬＣＤパネルに搭載された放電管
ＤＴ１に接続される回路」が、トランスＴ１の「誘導性出力と二次側回路に
生じる寄生容量との間で構成する共振回路」であるといえるものでもない。
　そうすると、イ号製品の構成ｄは、本件特許発明の構成要件Ｄを充足しな
い。
　イ．判定請求書の主張について
　請求人は判定請求書第１６頁「○３ｄとＤの関係」において、「二次側回
路に設けられたＬＣＤパネルには寄生容量Ｃｓ１が当然に生じる。・・・
イ号は、一次側回路において、ＭＰ１０１０を用いることで強制的に共振さ
せている。・・・
なお、一次側回路における共振がない場合であっても、二次回路側には、誘
導性出力と寄生容量Ｃｓ１との間で当然に共振が発生する。」旨主張してい
るが、甲第１号証翻訳文には、「図４ａに、電圧源がＲＣＬ（抵抗・コンデ
ンサ・コイル）共振回路を駆動するＭＰ１０１０の駆動ステージを示す。共
振周波数は、共振回路の要素（直列コンデンサＣｓ、並列コンデンサＣｐ、
トランスの２次側漏れインダクタンスＬ、冷陰極蛍光管）によって決定され
る。」と記載され、甲第１号図３（Ａ）には、イ号図面のＣ１１に対応して
「共振コンデンサＣ１１」と記載されており、誘導性出力と二次側回路に生
じる寄生容量Ｃｓ１とで構成される共振回路は記載されていないという他な
く、請求人の上記主張は採用できない。

（４）イ号製品の構成ｅが本件特許発明の構成要件Ｅを充足するかについて
　イ号製品の構成ｅにおける「ＣＩＵＨ８Ｄ４５回路」は、そのトランス
Ｔ１の出力がＬＣＤパネルに搭載された放電管ＤＴ１に接続される回路を構
成したものであるので、本件特許発明の「放電管用インバーター回路」に相
当するから、イ号製品の構成ｅは、本件特許発明の構成要件Ｅを充足する。

　第５　むすび　
　上記「第４　（６）」で述べたように、イ号製品の構成は本件特許発明の
構成要件Ｅは充足するものの、本件特許発明の構成要件Ａ～Ｄを充足してい
ない。
　したがって、イ号製品の構成は、本件特許発明の技術的範囲に属しない。
　よって、結論のとおり判定する。

平成２８年１２月２２日
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